
地域脱炭素

実現のために求められる

地方自治体と住民の役割

中泊町脱炭素推進フォーラム

2025年9月23日
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https://news.yahoo.co.jp/articles/e7dec5cc0fa500c43b50a9e1ef6f2311a34656c7
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気象庁「 日別海面水温」
（ 7月26日）

https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/data/db/kaikyo/daily/sst_HQ.html
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気象庁「 日別海面水温ー
平年差」 （ 7月26日）

https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/data/db/kaikyo/daily/sst_HQ.html



青森テレビニュース（2025年7月4日）
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/atv/2025182
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青森テレビニュース（2025年7月4日）
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/atv/2025182
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）



https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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NHK青森 NEWS WEB
https://www3.nhk.or.jp/lnews/aomori/20250409/6080025322.html

2025年
4月9日



2025年7月9日出版！
≪異常気象が普通になる世界≫
・日本は四季の国から「二季の国」になる
・人智を越えた新たな豪雨災害
・予測不可能な台風の進路
・夏の気温は４０度が当たり前
・冷夏は来ない
・日本の夏は猛暑と豪雨
・災害で物流が止まる

https://www.bio.mie-u.ac.jp/cate/happenings/post-202505232135.html

立花 義裕
【所属】
大学院生物資源学研究科 共生環境学専攻 教授
【略歴】
北海道道大学 大学院理学研究科・地球物理学専攻 博士後
期課程 修了。博士（理学）。
その後、北海道大学低温科学研究所・ワシントン大学・
海洋研究開発機構等を経て、2008年より現職。
【専門】
気象学・気候力学・大気科学・地球環境 13



すでに災害は起こっていて
当分の間、影響は増すので

対応する・備える！！
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根本原因を絶つ！
（緩和）

気候災害に正対する！！
（適応）

気候変動の原因である
温室効果ガス（日本だと
CO2が主）を出さない！

×
地域課題解決！！！

（できるだけ地域の資源で）

温暖化対策は２種類！



関西電力ホームページ
https://www.kepco.co.jp/sp/energy_supply/energy/kou/if/content04-2.html

地球の気温は温室効果がないと－18.7℃
地球の気温は温室効果があるから＋14.5℃
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ジョゼフ・フーリエ男爵
Joseph Fourier

フランスの数学者・物理学者
（1768年 - 1830年）

ジョン・ティンダル
John Tyndall

（1820年 - 1893年）
アイルランド出身の

物理学者および登山家

大気は、降り注ぐ太陽放射に対して
は透明であるのに、地表から出る上
向きの地球放射に対しては、ガラス
板のような障害となって、その地球
放射の大部分を大気上端に達しない
うちに捉えて逃がさないのだろう

温室効果があるから
地球は温かい

窒素や酸素などの主要気体成分は⾧
波放射を吸収しないが、水蒸気、二
酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、
オゾンといった主要成分とはいえな
い気体成分が⾧波放射を吸収・射出
し、温室効果を発揮する

主要な温室効果ガスは、
水蒸気、CO2、メタン！

真鍋 淑郎「大気の温室効果の発見！ そこにはあの偉大な科学者の名前が！」（2022.06.16）https://gendai.media/articles/-/96061

約200年前！

約160年前！
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増えすぎたのが問題！



ウェザーニュース「地球温暖化のウソ？ ホント？（8）“産業革命以降”CO2が大量に増えたって本当？」（2024年6月22日）
https://weathernews.jp/news/202406/180235/images/?n=002
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気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書 第 1 作業部会報告書（自然科学的根拠） 政策決定者向け要約（SPM）の概要より
18

産業革命以前に比べて
すでに1.09℃
自然起源はほぼ0℃

最新の数字ではすでに1.5℃上昇…
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人為起源のCO2の累積排出量

気
温
の
上
昇

IPCC
AR6
図SPM.10

気温の上昇とCO2累積
排出量がほぼ比例関係
＝ CO2排出が増えると

気候変動が進行

いつ出しても、
どこで出しても、

同じ１トンで
温度が上がる
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https://www.jrc.or.jp/international/news/2022/0906_028257.html
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パキスタン人は日本人の
１０分の１しか

CO2を出していないのに、
甚大な気候変動の影響を受けた

これは正義！？



2023年3月
IPCC第６次評価報告書
統合報告書（最新！）

22

今、生まれた子は
CO2をまだ出して

いないのに
気候変動の

影響を受ける

これは正義！？
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人為起源のCO2の累積排出量

気
温
の
上
昇

IPCC
AR6
図SPM.10

気温の上昇とCO2累積
排出量がほぼ比例関係
＝ CO2排出が増えると

気候変動が進行

気候変動がもたらす
地域間・世代間格差

気候正義 Climate Justice
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IGES 気候変動ウェビナーシリーズ「COP26 結果速報：グラスゴーで決まったこと」（11月19日）
https://www.iges.or.jp/jp/events/20211119



世界全体では
2℃（パリ協定）

から1.5℃へ
↓

2℃は2100年ゼロ
1.5℃は2050年ゼロ

↓
2050年以降

しばらくマイナス！

COP26@グラスゴー
2021年11月
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すでに災害は起こっていて
当分の間、影響は増すので

対応する・備える！！

27

根本原因を絶つ！
（緩和）

気候災害に正対する！！
（適応）

気候変動の原因である
温室効果ガス（日本だと
CO2が主）を出さない！

×
地域課題解決！！！

（できるだけ地域の資源で）

温暖化対策は２種類！
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エネルギーに関する
さまざまな動きの今がわかる！
「エネルギー白書2024」より

燃料価格高騰×円安によって、
石油や石炭などの化石燃料の

輸入額は2年間で22兆円以上も
増加し、2022年には過去最大の
貿易赤字（年間20兆円超）を

記録しました。

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyhakusho2024.html

青森県では2020年に
2,988億円が地域外に流出
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青森県の課題
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①穴をふさぐ（省エネ）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら
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一般社団法人 家電製品協会「スマートライフおすすめBOOK 2025」
https://shouene-kaden2.net/recommend_book/
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https://www.longlife-lab.jp/journal/1582/
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一般社団法人 家電製品協会「スマートライフおすすめBOOK 2025」
https://shouene-kaden2.net/recommend_book/
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鳥取県HP「NE-STとは」
https://www.pref.tottori.lg.jp/308449.htm
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https://kosodate-green.mlit.go.jp/

リフォームにも400億円！38
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青森県「あおもりGX住宅ビルダーズ」https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/kenju/aomorigxbuilder.html

2011年12月に
発行されていた！

2025年4月下旬から
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－葛飾区の事例－
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－葛飾区の事例－
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－葛飾区の事例－
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https://www.maruzenjunkudo.co.jp/products/9784306033962?srsltid=AfmBOoocll7d7769cVWu-2D16U95cDDWNVbjrCFMVgb_pZtEo2Jh3-nn

発売日：2025/08/05
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①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら



45

IRENA、「2020 年、世界の再生可能エネルギー導入容量が過去最高に」2021年4月5日
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Press-Release/2021/Apr/IRENA-Capacity-Stats-2020_Press-
Release_Japanese.pdf?la=en&hash=0C99521D03B887ED48DCDF939252539829684B03

世界と日本の事業用太陽光の発電コスト
（LCOE：均等化発電原価）

世界で2020年の1年間に
新設された再エネは
260GW（10億ワット）
日本国内の総電力容量
も同規模の260GW）。

化石燃料による
火力発電は60GW。

国別再エネ新設分の
1位は136GWの中国、
2位は29GWの米国
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非再エネの増加分 再エネの増加分 再エネの割合

新
規

電
源

の
再

エ
ネ

シ
ェ

ア

世界で新設されている電源の
80%以上は再エネ

IRENA, Renewable Capacity Statistics 2024
https://www.irena.org/Publications/2024/Mar/Renewable-capacity-statistics-2024
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再生可能エネルギーの導入状況

青森県は、風力発電量で全国トップ



2025年
1月19日
岩手日報

朝刊

48



49

第48回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2025年5月12日）
「資料1 ヒアリング資料（株式会社東北銀行、特定非営利活動法人環境パートナーシップいわて）」

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/048.html
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第48回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2025年5月12日）
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第48回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2025年5月12日）
「資料1 ヒアリング資料（株式会社東北銀行、特定非営利活動法人環境パートナーシップいわて）」

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/048.html
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地域の資源で地域を豊かにする！

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら

①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

③適切なサイズへ+吸収源（森林）



「地域脱炭素」とは、
1.「地域脱炭素」はCO2を少し減らしても、
→ すでに温暖化の影響が…守りながら根本を絶つ！

2.「地域脱炭素」はお金がかかるのでやらないと、
→ もっとお金がかかる。やれば産業・雇用も！

3.「地域脱炭素」は環境部局だけがやるのではなく、
→ 地域の防衛・地域の未来づくりを部局横断で！
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地域を守りながら、未来を創る＝地域GX！



地域脱炭素実現のために求められる
地方自治体の役割

「調整」
地域全体を巻き込むプラットフォーム形成と調整役

「企画」
脱炭素を実装する具体プロジェクトの企画・推進

「共創」
住民や事業者との共創・行動変容の促進

54



1. 地域全体を巻き込むプラットフォーム形成と調整役

ー地域脱炭素実現のために求められる地方自治体の役割ー

• 自治体は「地域の司令塔」として、住民・企業・金融機関・教
育機関・NPO・国や県を結ぶ協働の場を作り、合意形成を
リードする。

• 部局横断（環境・産業・都市計画・福祉等）や市町村間広域
連携を通じて、個別施策を束ねてシナジーを発揮させる調
整力が求められる。
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2. 脱炭素を実装する具体プロジェクトの企画・推進

ー地域脱炭素実現のために求められる地方自治体の役割ー

• 再エネ導入、省エネ建築、公共交通の低炭素化、廃棄物資
源循環など、地域資源を活かした実行計画を策定・推進す
る責任主体。

• 国の交付金・補助金や民間投資を呼び込み、地域新電力・
エネルギー地産地消・森林吸収源の整備などを具体化する。
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3. 住民や事業者との共創・行動変容の促進

ー地域脱炭素実現のために求められる地方自治体の役割ー

• 学校教育や地域活動を通じて、脱炭素を「自分ごと化」する
学び・対話を広げる。

• 脱炭素型の暮らし・働き方・ビジネスを選びやすくする制度
設計やインセンティブ（省エネ住宅支援、グリーン調達、地
域通貨など）を用意する。

• 住民・企業が主体的に動けるように自治体は背中を押す触
媒の役割を担う。

57


